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丸山義王
1. 川崎市の教担制のあゆみ
(1 )川崎市の教担誇IJ(協力指導組織)①の始まり
18和 40年，神奈川県教育委員会は， 9校の研究校と 2校の協力校を指定し，小学校へ教科担
任制を導入するための実践研究を開始した。このため，同年4月比，市立宮前小学校が，県の指
定校となり， ) 1:1崎市における教担割j研究の端緒となった。
NEAの 119 6 0年代の学校」が発刊されたのもこの年であり， 1急激K変化しつつある社
会， j普大の一途をたどる多量の知誌に対応して，教育計画と教授組織が革新されなければならな
い。」②ことが強調された。また 43年比改訂された学習指導要領K於て， r指導の効率を高め
るため，教師の特性を生かすとともVc.，教師の協力的な指導がなされるようにくふうすること」
という示肢がなされたことは，設強制研究l疋とって，強い刺激となった。さらに，昭和 41年 5
月発刊の県集録第 1号の序文には， I長い伝統を持つ小学校の全教科担当方式は，時代の進展に
ともない，ょうやく検討すべき時桜花たち至ったようである。教科担任制研究の発生源はそこK
あるo jと述べられている。即ち川崎市の教担詰Ij研究は， r教育の現代化」という時代の要請を
もととし，伝統的な学級担任告IJの反省として発足した。このようK教担制導入り一般的理由は，
教投組J誌の近代と合理化をねらうことKあったが，直接的な理由として次にあげる 2つのことが
考えられた。 ③その 1つは， r小学校教員確保の国主任性」ということであったo
それは小学校教員の需給関係についてであって，当時の小学校の教員不足が，導入の理由であ
った。中学校には，何十倍の希望者が，あるにもかかわらず，小学校教員の希望が少なかった。
その原因の一つ{!C，小学校高学年において，週当たり 33時間， しかも 8教科を全部担当すると
いう過重負担が指摘された。
教担市iJ導入により教師の負担が，軽減できれば需給l謁係の緩和に役立つであろうと考えられた
のである。理由の第 2は，専科的教員の援助ということであった。教員確保の一方法として，中
学校から小学校へのヲiき入れも考えられ，また中学の免許状しか持たない;採采用者も多く
色彩の操い教員U忙て，いかにして学校経営の一翼をになわせるかということが誘因であった。教担
制の実施忙より，専科的教員の能力が，協力指導組織の中で，有効托発揮できることを，ねらっ
たのであった。
(2) JI崎市の教担制j研究の動向
①揺箆崩
-43-
昭和40年宮前小学校が，実験研究校として研究を開始してから，昭和43年， )1崎干信教担告Ij
研究会が発足するまでを揺箆期として考えたい。この時代は，小学校の高学年を中心K新しい指
導組織が求められてきている時代的背景，導入の理論的背景についての研究がなされ，教担告!jを
ささえる条件Kついての綿密な検討が，おこなわれた。昭和43年の教担制研究会の研究テーマ
は. r教師iの特性を生かした新しい指導方式jであり，学年の教師が専門性を生かしあう協力指
導のあり方が積極的に模索された。
川崎市の教担告iJ研究の動向
県の動向 年 代 市の動向
実験校指定研究湖 昭和 . 教担告IJ導入の時代的背景と理論
教担制の基本的性格と実施上の諸 揺 4 0 揺 的背景，及び教担制をささえる
問題の検討 箆 4 1 箆 条件Kついての研究
期 4 2 期
拡大自主研究期 トーー一 4 3 一
実践研究中心 発 i発 @ 指導組織と学年経営
展 4 5 展 . 専科のあり方Kついて
研究の類型的整理期 期 4 6 期 . 教担制下の学年経営忙ついて
. 実践Kついての類裂整理 4 7 
. 協力指導組織とその運営 4 8 
一ー トー一一 . 児童理解の研究
全人的発達をめざした経営研究期. 児童指導の研究 経 4 9 転. 学年.学年問の;析しい経営の 営
開発 研
究
協力指導のシステム化をめざしての 期 5 1 期 . 指導の効率を高めるための協力
経営研究期(経営研究.研修期) 指導の研究
@ 教師の特性の再評価 @ 授業の改良
一主
県紀要 10集を参考にして作成④
① 発展期
4 5年度頃Kなると指導組織をとり入れた学年経営のあり方が問題となってきた。それで市の
研究会では，各校の実践を通して生じた問題を解決するために，協力指導をとりいれた学年経営
についての構報を積極的K交換した。このなかから専科の実態と学年経営の関連が問題となり，
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全市の学校の専科の実態と学年経営について調査を行なった。さらvc4 7年度には. I学年を中
心とした教師の協力指導をとり入れた学年経営はどのように進めたらよいか。 Jという研究課題
が設定された。このように 4'5年から 47年にかけて，学年経営K研究の重点が置かれた時期を
発展期と考えたい。
① 転換期
4 8年度において，注邑すべき研究の視点転換が行なわれた。即ち従来の「学年経営jから，
「児童理解jの密ι 視点が向けられ，教担制のなかでの児童理解の場や方策がどのようK進め
られたらよいかが論議されるようKなった。 川崎市の教担制研究は，学年経営という組織の問題
から始まって，教授組織を通しての児童理解と，授業改善(児童が主体的に学習するKは，どの
ような授業を展開すればよいか。)の方向κ研究が進んできているといえる。
教育は，教授組織や経営の密からのみ研究されてはならない。教える側の教師の組織を考える
と共に教えられる側の児童の主体性が尊重されなければならない。教育は常VC，学習と教授の関
連で諮られるべきである。
そのため学習と教授組織との前Kは内的な一貫性がなくてはならない。そういう意味でこの視
点の転換は，教担制の歩みのなかで，重要な道様となるものと思われる。
(3) 川崎市の教担制と県の研究集録について
J!I崎市の教担需IJの歩みを辿る上で，看過できない重要なものは，県の研究集録と県教委指導課
Kよる教科担任命ij研修会の役割である。とくK県の研究集録と市の教担信IJ研究の動きとは，ほぼ
平行しているといってよい。数担制の基本的な性格の研究，指導組織と学年経営の問題，児童理
解についての研究と，多少時間的なずれはあるものの，ほぼ!司一歩調で進んできたとみてよい。
5 0年度の県研究集録のテーマは「児重ひとりひとりの全人的発達をめざした協力指導Jであり，
j 1埼市の研究テーマは. I指導の効率を高めるための協力指導」の研究であった。テーマの表現
のちがいは若干あるが，意留するところは同じであって，授業の改善を協力指導組織を通して，
行なうという方向Kむいているo ~pち教師集団の協業から，児童の主体的チ苦!vc よる学力向上へ
と方向づけがされているよう K見える。
2. ) i I 崎市の教担指lJV環状
川崎市の教担制の現状を 1m崎市小学校教科担任制研究会調査部Jが行なった川崎市全小学校
の悉皆調査の結果からえていきたい。
(1)指導組織の類型別の実態
5 • 6年を中心とした各校の指導類裂を見ると，次のようなことがわかる。 I学級担任と専科
的投莱Jの組みあわせが. 5 0年度で41校あり， 5 o.6 ~もと現実の大半をこの類裂が占めてい
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る。次に多いのは， r学年内交換と専科的授業の併用であり， 2 7.2 %0 3番目に多いのが「学
年内交換と専科的授業，奉仕投薬の併用」である。部ち「学年チームによる磁力指導jという型
が，年々増加し，現在では，ほとんどの学校が協力指導組織をとり入れている。
5 0年度Kおいて，純学級担任期jをとっている学校は，わずか 2校忙しかすぎない。また奉仕
投業も，年々減少し「学級担任と奉仕投業の併用jは， 4少年 50年度Kおいては，全く免られ
なくなった。
各学校で学年i経営の立場からみた指導組鼠の形式的業員裂完IJの実態
指導組織(5 . 6年を中心にした各校の指 46 47 48 49 50 
十一一一
吐2と字組出先の:出.i~) N 4も N N 司{ N 可。ヒ=二
学年教師jを中心とした交換授業 6 8.4 8 8.7 2 2.4 2 2.4 2 2.5 
学年内交換と専科的授業 i 8 253 i i I 3.4 29 35.0 23 27.7 22 2ス2
6 7.2 るス21 9 1 1.1 
授業 r~T~9~-;; 1.2 1 1 .2 I 0 (0 ) 
i '1.4 I 4 I 4.9 2 2.4 2 I 2.41 2 25 
授業 2 82 1 9 I 23.1 29 35D 44 153.1 141 5 
学生 56 I 5 I 6.0 2 2.4 。I(0) I 0 (0) 
トー
10 12.0 4 I 4.3 J 1 
学級担任と他学年交換と専科的授 l |Ii¥ 82¥ 
1.2 1! 1.2! 1 1.2 
授学業級生E任と他学年交換と学年交換，等科的 I~ 1.2 。(0)I 3 3.7 
合 計 71 83 判 181
次K授業類型月Ijv_)実態をえよう。これによると f専科的教員をおいて教科の投芸誌を実施してい
る学校Jr学年内交換投薬を実施している学校」が多く，専科教員による授業が増加し，また学
年内交換が，段も普通にみられる設業類型であるといえる。しかし専科についていえば，年々専
科的授業が増加しても，東京方式のような専科詣!Jをとらず，協力指導組織の中V(，専科的教員を
組み入れて，組織の中で，その専門的能力を生かしていこうとする方向づけが，確立している。
(2) 意図的K教担詰Ijを実施している学校の域模Kついて
教担制を意図的に実施している学校教は， 45年度 16校， 4 8年度 20校， 4 9年度 16校，
5 0年度 16校であった。以下 48年から 50年Kかけての学技規模Kついての表をあげる。こ
れKよると，数担能Ijを意図的K実施しているのは， 2 0学級から 35学級の学校が多いことがわ
かる。
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授業類型別の実態
同43 44 45 46 47 48 49 50 投業類型J.ilj N 1 1も N 守。 N 守。N N 1 qら N I ~ら N 号ら N I 9も
全教科学学級担年任制校を実路 5 10 14 2 5 4 5 2 2 2 2 
している と数 6 10 14 2 5 5 4 5 4 2 2 
専科教員(専科的芙)をお 5 38 40 55 51 69 52 74 54 66 71 86 75 ヲ0 64 76 いて教科の授業を 施し 6 38 36 49 49 66 51 72 58 67 68 82 73 88 63 75 ている校数
他学業年や実級外からの奉仕 5 15 1 8 25 42 51 19 27 24 29 15 i 8 10 12 7 8 的投を 施している校 6 17 11 9 55 21 30 27 33 15 18 8 110 5 6 数
ト一一一一斗
学年内交換授業を実施し 5 12 12 16 29 39 25 35 29 35 20 24 29 35 
ている校数 6 13 14 19 31 41 31 44 28 34 29135 29 35 25 30 一ー
他学年交換授業を笑施し 5 5 ? 2 5 5 5 
ている校数 6 6 6 2 ろ 4 5 
調査対象校 不 73 71 ~1J83 84 明
意図的に実施している学校の規模
学級数 15116 19120121122123 24 25 26127128 29 30 31 41 42 
一
学 48I I 1 21 1 1 1 2 1! I 3 2 21 I 1 1 3 20 
一一一
校 49I 1 5 4 16 
数 50 1 I 1 I I 1 1 2 14 
教担詰iJを導入しやすい規模はらUこのような中~大規模校であろうが，学校規模による教担制導
入の可否は，あまり問う必要はないと思われる。なぜならば，小規模校Uておいては， 2学年を単
位とする学年間， または，低学年(1・2 0 3年)学年国，高学年(4 0 5・6)学年国のよう
な，他学年Kまたがる指導組織を考えることにおいて，導入は可能であり，また大域模校Kおい
ては，学年経営の合理化，強化により，教担需Ijの導入は，円滑になると思われるからである。
4 8年度から 49年度にかけて，意邑lBS(tC実施している学校の数(tC，目立つ変動があったが，
その理由を調査すると以下のようであった。
昨年度実施していて本年度実施しない理由
経営方針の変更
新任者が多く実施不能
職員滅Kよって実施不能
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本年度から新しく実施するようになった理由
定員増Kより試験的K実施するようにした
. 学校長の意図Kよって実施
以上の理由を見るとー教担制導入は，職員の定員，構成等により左右される傾向が，大きいよ
うに思える。しかし不況下で，学年の学級数プラス 1の職員数の保有が，困難となり，職員構成
のアンバランス解消も，すぐには望めない現状で，職員増配を，教担制導入(rC!怒し期待すること
は，だんだんと，できなくなっている。今後の教担制導入は，学年経営の合理化の中で，または
1学年以上(rC，またがる学年間構成の上で考えていかざるをえないのではなかろうか。それと，
共(rC，学年主任の占める位霞と， リーダ-"只ツプの重要性が，ますますクローズ@アップされ，
学年主任の機能の問題は，今後Kおいて研究されねばならないことである。
(3) 教担制を組むと指導の効率があがる教科と指導組織類型Kついて
学年内。 ith学年交換，専科的投業，奉仕的授業がおこなわれている教科
に~教科 年度区分 ¥ 、--、 国 習 作 社 算 図 家 体 道
48 2 1 0 2 4 1 6 1 1 1 5 1 6 2 2 。
ー・ー・咽島・ ー ........{.... 学年内交換 . ‘ ・ ， 
1 7 4 1 8 ? 1 3 1 9 2 2 2 4 9 5 1 2 ....ー(全 市) . 
2 8 I 5' 1 1 1 0 1 1 2 5 0 4 9 5 
4 8 2 8 2 1 2 5 1 3 4 1 1 8 1 1 。
学年内交換 晶、..ー
8 1 3 4 1 3 2 1 7 1 1 1 1 49 5 
(教担実施校) ... 
5 5 1 2 6 1 1 6 1 0 5 50 ろ 1 2 
トーー 。 1 1 D 4 8 。。 。
他学年交換 ... 
49 。 。 。 。
(全市)
2 2 。5 0 。 。 。。4 8 。。。 。。
他学年交換 ー‘・ ・ー.‘... 。。。。。。。。4 9 。。
(教担実施校j 司..- 。 。。50 
48 2 1 3 2 6 5 0 2 1 4 1 4 .. 専科的授業
1 7 66 25 4 7 1 1 4 49 4 2 1 8 
(全 市) ....... ..... 場合
5 0 4 1 5 4 1 4 8 2 1 2 7 6 
1 3 5 。48 2 ? 5 1 6 8 
専科的授業 ...‘・ ....，.......ー
1 4 5 I 7 2 2 49 7 5 。6 
....・.....(数担実施校)
5.0 1 I 5 1 3 6 ? 。6 6 
48 。4 。 3 5 4 。... 奉仕的授業 ....・. .ー・ 4峰 a -・ー'・ 9 -ー・・‘.... 。49 。5 。。。4 。4 2 
..・ F・ ‘ (全 市) ....・ .. 。5 5 4 2 。50 ろ 。
48 。。。。。。。。2 。.， ....‘‘'・・奉仕的授業 ....・・.-.-_‘'包 . 噸......，. 
4 9 。 。。。 。2 。。
(数担実施校) ，.，. ... ... 4 ・‘・・.......
2 。G 5 0 。I。。
一一 4同一回一ー目白ーー
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昭和45年?月の専科教員の調査Kよると， 51校中(t[6 0名，昭和51年 5月の調査では，
8 4校で専科的教員は 13 5名を数え， 6年間で 2.2倍K増加し現在では1校Kっき 1.6人と
いう普及率Kなっている。また指導組織の上では，前述したように， i学年内教蹄と専科的教師
がチームを組んでの協力指導Jと位置づけされ，学校経営の中で，重要な一翼をになっている。
そのような専科的教師により指導され効果があったと思われる教科と指導組織類型Kついて述べ
ょうO
専科教科は，音楽 6 図工。家庭であり，社会占理科 e体青は学年内で交換するのK適した専科
的教科であるといえる。習字と理科とは，専科的Kも，学年で交換する場合Kもとりあげられる
教科である。後者の理科は，近年来，専科的Kとりあげられる場合が増加してきている。
次にあげる表は，全留100絞り研究実践校の主として，どり教科で教担を行なっているかを
まとめたものであるO 川崎市の場合と比較してみると， )! I崎の場合は，習字のj顕位が，全国托比
べて高いが，その他の教科は，全国と，ほぼ向ーのj鼠序にならんでいる。
教担を採用している教科の順位
年度 4少年 5 0年
地域 全 国 川崎市
CN=100) CN=84) 
(校数) (校数)
音楽 6 4 音楽 2 1 
図工 5 6 図工 2 0 
理 5 4 習字 2 0 
家庭 5 2 理科 1 8 
体育 5 0 家庭 1 7 
社会 4 5 体育 I 1 
習字 2 4 社会 9 
算数 2 3 国語 6 
国語 2 0 算数 5 
道徳、 道徳 5 
N=校数
教担tてふさわしい教科の実態につ
いてまとめると以下のよう Kいえる
と思う。
音楽・国主・家庭の技能教科十てつ
いては，専科教員が指導している学
校が多い。とれらは， ，意図的忙教組
制をとっていない学校でも，交換授
業。奉仕授業などり形式や，専科教
員が指導している教科である。した
がってこれらの教科は教担教科とし
て，ふさわしパといってよいのでは
なかろうか。体育を専科的K扱い，
学年内で交換する場合も多いが，こ
れについては，学級経営の留から，
学級担径が受け持つべきであるとす
る考え方もあるのでさらK検討する
必要があろう。社会・理科は学校規
模，職員構成，授業時間の平均化，免許状との積係，施設，教具との関係忙よって教科担任が，
受け持っかどうか決定される教科である。しかし社会科に比し，理科の方が指導効果があらわれ
やすい教科であるといえる。算数。国語。道徳についてはt J 1 U奇の場合は原則的vr.，学級担任が，
受け持つ教科としている。
-'-4ヲー
(4) 教担制導入の理由托ついて
教担告!Jを導入した場合のメリット Kついて「あなたの学校で，教科担任制を導入している理由
を箇条議:で，書いてください.Jと指示したアンクート K対して寄せられた回答をもとに考えた
い。回答の結呆を G激的の専門性をi舌かす(教師の能力の活用) ②指導の効率が高まる。
(学力の向上，教材研究の深化Kつながる。) ①児童理解が深まるo (多面的に児童を観察で
きる。) o協業Kよる学年 e学級経営ができるO ①教師自身の問題の軽減(研修時間の確保
教師向の人間関係がよくなる。男女比や年令・経験等のバランスがとれる)と 5つのカテゴリ-
K分け，それを時間的な経過K沿っての変化を見ると次の表のようになった。
教担制導入の理由の変遷 数字は%(出現率)
一区 一分一一一一一一一一一一一一一一一ー -ー一、‘ー 年ーー~喧h度-‘一時司市ー- 4 4 4 8 4 9 
① 教師の専門性を生かす 4 3 5 5 3 1 
② 指導の効還を l高める 1 3 1 0 5 6 
① 児童理解が深まる 1 0 1 5 5 0 
④ 協業による学年@学級i経営の強化 4 I 0 1 9 
① 教師自身の問題の軽減 9 4 0 3 8 
「教師の専門性を生かす」ことについては，当初Kは，利点として重:悦される傾向があったが，
教担詣¥Jの実践が，進むKつれて，これは自明なものとされ，あえて利点としてあげられることが
少なくなってきた。 i指導の効率を高めるJこと;てついては，初めは指摘が少なかったが，だんだ
んと研究が進むにつれて，数技館uをとると，指導の効率はあがることが意識化されてきた。 i児
童理解を深める」とと Kついては，最初からいつも念頭忙あった問題であり，教授組織の革新が，
探い児童理解Kつながることは，常民指桶されていたといえる。 it造業によって，学年・学級経
営が強化jされること 教担詰Ijの導入が， i教師自身の問題Jの解決Kつながることも，時が経
つKつれ明らかにされてきた。なお県や市の設定した研究テーマが，アンクートの回答の内容に，
かなり影磁を与えていることが観取される。それは，ほぼ一年の時照的ずれを置いて現れている。
例えば泉の研究集録との関係については，次のよう Kいえる。県においては，当初，教師倍々の
持つ特性を最大限K発揮し，特性を積極的K活用するという組械づくりを研究のテーマとした。
その影響が 44年のアンクートむ回答K現われ， r教締の特性を生かすJという区分vc4 3 ~らと
いう出現率を与えたo 4 5年から 47年にかけて，県集録の研究対象は「学級。学年・学年国の
経営組織とその運営Jとなる。するとアンクートの回答も経営のγステム化代認するものが多く
なり「協業による学年・学級絃営の強化Jという区分の出現率が 10鴨を越えるよう忙なる。
4 8年十てなると，県集録の研究の視点は「児童指導jの研究に向けられ「児童ひとりひとりの全
人的発達をめざす協力指導のあり方jが志向されることとなる。その影響は， 4 9年のアンクー
??
?
?
ト集約の結果K現われ「児童理解が深まるjの区分vc5 0 ~もの出現率を与えることとなる。この
ように県や市の指導が現場の意識にかなり強く影響するということが，副次的ながら指摘できる
ようにJ思う。
(5) 教担制を導入した上での問題点について
意図的K教担を実施している学校で，現在因っている問題を，自由記述で記入してもらったア
ンクート(4 7年・ 48年度介)をもと忙して考えよう。
ア. 教師の共通理解の不足
(場の設定が鼠難， 5・6年のみの問題としてみる。職員同の意識のずれ)
イ. 行事や出張で欠けた時間の回復がむずかしい。
久学年間の連絡や問題Kついて十分K検討する時間に乏しい。
エ.教師の研修，研究自の確保が困難
オ.学年経営と教科経営との連けい
(協力指導組織と教科研究とをどう結びつけるか)
九学担と教担の連けいがむずかしい。
キ.児童理解の具体的な方法がほしい。
久教師と児童とのきめこまかい接触に欠けるのではないか。
ク.教師の特性と教科のパタンス(教師間の能力のアンバランスKより，不得意な教科をもた
ざるをえない場合が生ずる。)
コ 経験年欽K差があると指導力のアンバランスが生ずる。(経験年数の少ないものが教担に
入ると問題がおこる場合がある。)
サ.合同投業(合同体育等)の評価がしにくい。
アからカは，主として連携の問題であって，話しあう時iHjを確保することにより，共通理解を
深めることができる。川崎の実践の一例として，高学年において，授業時数を一時間削減し，そ
の時間を学年打ちあわぜにあて，共通理j悼の場を確保している場合がある。
一時間の削減を行なっても文部省の時間続準を下まわることもなく，教師同の打ちあわせの時
間を十分K持てて効果をあげている。
また教科経営を教科担任詰IJvc結びつけるために，学年の教師が，かたよることなく，平均的に
教科研究部に所属するよう Kし，教科研究部との結びつきを強める工夫もしている。
児童理解の具体的方法Kついては， 48年度より研究K着手し，児重観察カード，学習相談カ
ード，チェック 1)ストの活用例を収集し，指導集団とその診断をどう組総するか，綜合診断の原
員IJはどうあるべきかなどについての研究を行ない，児童理解と正しい評価のあり方を模索してい
る。
(6) 教担制を意図的忙導入しないという理由花ついて
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昭和 44年度と昭和 50年度のアンクートの結果をみてみたい。 6年間の時間的経過の中でか
なり理由Kおいて変化がみられるようである。
4 4年度当初は，生活指導がうまくできないのではないかということが問題であったが，現在
では，これは児童理解を深めることによって軽減できるのではないかと考えられるよう Kなった。
当初は，芸術教科Kおいては，専科制をとり，知的数科は学級担任が受け持て千は，時間的vc6
余裕ができ，効果があがるとされ，専科教員がいれば，それKて足れりとされがちであったが，
現在では，専科の学年内での位置づけが明確Kされ，学年経営の一翼を担うものとされ，専科の
問題も，協力指導組織の中で考えられるよう忙なった。
教担制を意図的K導入していない理由
項 自
4 4年 5 0年
(N=50) (N=63) 
職員数の不足，構成が適さない，推進者がいない。 4 5 0 
教師簡の認識K撃があり，協力指導組織の確立が困難 6 2 6 
学級担任告Ijの方が望ましい。 4 4. 7 
専科的なものの活用でよい。 7 1. 5 
欠時frIjの調整や持ち時間訟のパランスがとりにくい 2 4. 1 
生活指導が図難である。 1 0 3. 1 
特別教室等の施設・訣備に問題がある。 4 7.9 
アンクートは自由記述，複ぷ回答， Nはアンクート托答えた校数
現在での教担制実施上の問題点は，職員数の不足，職員構成の7:/パランスのため，教担告IJを
導入するK足る人的環境をつ〈ることが困難であるということが指摘されているようである。
また当初から， ~""員が多忙であり，打ちあわせなどの会合が持ちにくい状態Kあり，教職員間
の意志疎通が，不十分であることがあげられている。共通意識の確立去いうととは古くて，新し
い問題であり，いつもこれが，協力指導組織導入の基本条件となっているようである。
(7) 教担詰iJを意図的K実施している動機と内容Kついて
教担需!Jを意図的に採用している学校が，どのような過程を通って実施するよう Kなったかを明
らか忙したのが下の留である。教担制を実施している 20校のうち回答が寄せられたのは 18校
であった。調査を行なったのは 49年 2月であった。
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(1 )教担(協力指導)研究を意図的に実施している動機
①学校長の意図 ( (イ)職員会できめられた… 6
(経営方針)… 11 ¥ 
②職員全体の意志…6! (ロ)学年できめたものを
全体の場で諒解… G
学校長の発想、比よる…… 1
職員からの発想による…1
高学年からの発想、
による…。
①学年だけの意志… 1 トサ試験的なものとして I • 校長の発想、と職員の
諒解…o r 発想…2ν 学校長の発想と高学年
からの発想… 2
(2) この研究の意図比ついて
①継続研究として考えている ( (イ)
H ・H ・16イ
②本年はじめての研究として ¥ (0) 
とりくんだ...・H ・…..2
年度はじめに継続するか
しないか話し合った………ろ
継続の問題だから話し合わない…...・H ・-‘… 13 
(3) 計画について
① (3洋計画で本年は(1)年目....・H ・-…....・H ・-‘H ・H ・-….....
② 組織の問題だから永続的なものとして考えられている…・ H ・H ・- 15 
③ 本年から始まり以後は別に意図(計画)していない………...・H ・..2
教担fちりを意淫j的K実施した動機としては，学校長の意図，経営方針Kよることが多く I1例あ
るが，職員全体の意志Kよって実施したのも 6例あ仏教投組成改革を志向する教職員の熱意K
注目したい。 職員全体の意志が，動機となっている場合は，実施の手続は，すべて職員会の決定
によっているO
決定機関が職員会である場合K教担詰!J実施についての問題を誰が職員会K提起したかを調べる
と，学校長と職員との相互関係によるものが多い。郎ち学校長と職員とむ共同提案という形をと
っている。教担制導入という学校経営上の大問題となると，学校長の意志だけでなく，職員全体
の意志も強く反映することがわかるO とくに共通理解を土台とする教担能!Jという協力指導組織導
入比除しては，教職員の自発性が，尊重されなければならないのは当然、であろう。また教担In!Jを
組織の問題としてとらえ永続的に計画している学校が多く，協力指導が学校経営の中K深く根づ
いていることがわかった。
3. 教担嗣IJVてついての考察と採題
(1 )教担制導入K際し関連ある現行法の諸問題
教担需!Jの問題を考えていくと，どうしても現行の法制上の問題及び教育行政的な問題にふれざ
? ?「
?
るをえない。教員定数，専科的教員と免許法との関連，さず:級編成基ー準，あるいは，教育課程との
関連てPある。とくに教員定数は大きな問題であって，学校が教担制をとり入れる際にまず念頭K
露く条件である。
本県の学級編成及び教職員定数配当基準は次のとおりとなっている。⑤
教員は 1 1学級まで 学級滋十 1
1 2学級から 学級数十 2
2 5学級から
3 7学級から
5 6学級から
5 9学級から
学級数十 5
学級数十 4
学級数十 5
学級数十る
となっている。従来は教担制を採る場合，定員増が期待できていたが，現在のような不況下にお
いでは，県も上述のような教員配当基準をひきしめざるをえないし，教担制導入K除し必要であ
る余分な定員，を確保することは容易でなくなる。教科担任制は，教員定数の増加でその自的を達
するわけではない。しかし，ある程度の人員増があったなら，協力指導組織はさらに，強化され
ることは疑いない。教担制を採る場合には，適正なる教員定数を学校規模との関係托おいて考え
ることが是非必要であると思われる。
(2) 教担詰Ijと学校事務の能率化
教担詰IJを実施した上での問題点として，当初から「共通理解ーを求める場がなかなか持てない。 J
「十分な連絡や検討をする時間K乏しい。 Jということがあげられている。実際K学校を運営す
るK必要な事務を軽視することはできないが，雑務の多さが，本質的な学習活動を圧迫したり打
ちあわせに必要なi守閣を奪うことがないとはいえない。とくに教科担任告Ijを導入している学校に
おいては，教育諸事務の処理の合理化は，そのまま教育活動を活発忙し，誌を高めることにつな
がるものとして重視しなければならない。学校行事の精選，校務分掌の簡素化，校務分掌と係自己分
の合理化などは協力指導組織とりかねあいの上で，考えなければならないものと思われる。
)11崎市の場合，校務分掌と係配分の合理化の一例として，各学年に校務分掌の一部をゆだねて，
各学単位で校務分撃の配分を考えるという試みがなされている。
(3) 教授組織と学蛍集団編成とのi謁係
川崎市の教担制研究のテーマそのものが，教授組織自体の研究から，児童理解，授業改善の方
向への転換が行なわれたこと託ついては，すでK述べたが，当然、，教授組織と児童の学習集団の
編成の問題が関連づけられ，この両者の簡には，内的な一貫性がなくてはならない。 川崎の場合
は，体育学習の場で，合同投薬方式をとり入れることにより，大きな集団と小さな集団の指導効
果の差，教師がローテーションを組むこと忙おいて，児童の能力をそろえ，肉質化グノレープを編
成しての教育効果Kついては，すで托縫かめられているが，これからの研究においては，教授組
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織と究室のグルーピイングの問題とは照合して考えなければならないと思う。授業改善の研究と
あいまって，教授組織と学習集団編成とをいかK柔軟K対応されるかということの追求も今後の
課題となるであろう。
(4) 学年経営機能の再確認と主任の役割
教科担任詰IJの研究を進めるに従って，どうしても学年経営の重要性の認識が増し，その機能の
再確認が必要となる。とくに協業の機能を学年経営托求めることができ，学年経営こそが，教科
担任制における指導組織確立のための最も重要なはたらきであるといってよいであろう。また教
育現場托おいては，新任教員が一日も牢く練達した指導者Kなることを自ざして，新任研修のプ
ログラムをたてているがその研修の核を学年機能に置くことができる。
学年主任を中心とした学年内教師団と他学年主任，教科主任を一丸とした協力指導体1!J!J(i(よっ
て，新任教員の研修を図ることも学年経営の重要な役割である。
教担詰iJ下における学年経営は，全校的視点の上K立って， しかも職員の研修機能をも包含しつ
つ，自主的，自発的に活動して，協力指導体制jの核となっていかなければならない。
このためリーダーである学年主任の存在と役割は重要なものである。協力指導組織を推進する
ためには，個々の教師の専門性を生かすだけでは不十介であり，教師の能力を真托発揮さぜる場
がなくてはならない。そのような場が学年Kおける教育活動である。その中で-指導的役割を果た
す教師即ち学年主任の役割がクローズ・アップされてくるであろう。
学年主任の機能分析が教担制研究と共に行なわれなくてはならないと忠われる。
(5) 新教育課程の開発と協力指導組織
昨年 10月K発表された「教育課程の基準の改善KついてJの答申には「児童が，ゆとりのあ
るしかも充実した学校生活を送れるよう托することJ①というねらいがあげられているが，それ
を生かすためKは，学校は新しいカリキュラム開発において創造的な役割を果たさなくてはなら
ない。なお答申の関連事項t!Ci教育課程の実施の効果は，各学校におけんA発的・創造的な活動
忙期待するところが大きい。 J⑦と述べられているが，小学校でこのような教育課程の開発を誰
が行なうべきなのであろうか。その主体は，やはり分業と協業Kよって教育の実をあげている教
師の協力指導組訟に求めざるをえない。各学年を横糸Kし，教科を縦糸として考えると，まさK
この新しい教育課程を滋りなすのは，各学年教師団の一致協力と教科主任を中心とした教科研究
グループの力十てよると忠われる。そういう意味で，教科担任需!Jは新しい時:代の教育を忙なうもの
である。
注
① 協力指導組織;教科担任告日の本質は，協力指導組織Kある。協働の視点K立って， J 1崎の
現状をみると，純粋K学級担任制をとっている学校は昭和50年度において 2校しかなく，
あとは何等かの形で協力指導組識をとっている。なお小学校教科担任能Ij研究会出大会Kおい
?
?
「 「 ?
ては，第 6回大阪大会より(1 974 . 1 0 )名称を f教授組織研究全国大会Jと変更し，
教科担任告iJを「協力指導組織jとよみかえることとしたが，川崎市の場合，研究会名は，
1)11崎市教科担任制研究会Jとし，研究紀要のタイトルを「協力指導組織の研究Jとして昭
和 45年度より発干IJしている。
②全米教育協会編 「教育の現代化J禦明書房 1965.P.6 
①神奈川県教育委員会編向、学校高学年Kおける教科担任告Ijの研究J1集昭和41年 5月.
P .4 
@向上 1 0集昭和51年 5月.P • 9 1 
①向上 2集昭和42年 5月.P • 6 6 
① 「教育課程の基準の改善KついてJの教育課程の基準の改善のねらい(2)托ある。
①向 上， D 改善の関連事項から
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